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 中国政府の新たな環境保護政策  

～「中華人民共和国土壌汚染防治法」の施行について～ 

上海駐在員事務所 

白木 幹二 

 

 中国政府はここ数年、環境問題解決に向け、環境保護政策を強力に推し進め

ています。 

 法制度も急速に整備され、大気・水質汚染防止、省エネから工場の事故防止、

化学品管理まで、環境保護と安全管理に関わる法律は１００を超えるに至りま

した。海外駐在員ニュースを通じても、「中国人民共和国環境保護税法の施行に

ついて（２０１８年６月）」、「大きく変貌を遂げつつある中国の自動車産業（２

０１９年１月）」など、上海から情報発信を行ってきました（図表１参照）。 

 そして今回は、新たな環境保護政策と

して今年１月に施行された「中華人民共

和国土壌汚染防治法（以下、土壌汚染防

治法）」について、本法の概要と求められ

る対策について解説していきます。 

 

1. 土壌汚染防治法施行の背景 

 中国政府は、急速な経済発展に伴い土

壌汚染による深刻な健康被害が化学工場

跡地などから発生したことを受け、２０

０５年から２０１３年にかけて国土面積

の３分の２にあたる約６３０万 km2 を対

象とした土壌調査を実施しました。２０

１４年４月に結果報告となる「全国土壌

汚染状況調査公報」が発表され、調査面

積の１６.１％にあたる１０１万 km2 の土

壌が汚染されていることが公表されまし

た。 

 深刻な土壌汚染の実態を把握した中国

政府は、２０１６年に汚染防止の行動指
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針として「土壌汚染防治行動計画」をまとめ、行政法規として「汚染地土壌環

境管理弁法」を公布しました。そして２０１９年１月１日に国家レベルの法律

となる「土壌汚染防治法」が施行されました。 

 

2. 土壌汚染防治法の概要について 

 「土壌汚染防治法」は７章９９条の規定から成り、汚染原因者の義務、調査・

モニタリング制度、罰則等について、原則的な規定を定めています（図表２参

照）。本法では「汚染者が責任を負う」という原則に則り、「土壌汚染責任者」

が負うべき汚染拡散防止のためのリスク管理責任や、汚染土壌の修復義務が強

調されています。また、地域住民やマスコミ等、社会全体で土壌汚染を監視す

る仕組み作りのため、汚染地情報は強制的に公開されることとなりました。 
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 日本の「土壌汚染対策法」と比較（図表３参照）すると、大変厳しい内容の

法律であることが分かります。例えば、土壌中の汚染物質含有量調査の対象項

目のうち、重金属類の種類を見ると、日本は９項目であるのに対し、中国では

格段に多い２３項目が対象となります。 

 

3. 土壌汚染防治法の企業への影響について 

 近年、中国の環境当局は製造企業に対し、排水や排出ガスの処理等、様々な

環境対策の実施を求めていますが、「土壌汚染防治法」の施行により、土壌のリ

スク管理と修復義務が更に強化されることになりました。本法を違反した企業

には罰則・罰金が科せられる他、当局の土壌調査により対応措置を命じられた

企業も環境対策コストは大幅に上昇することになります。 

 工場内の排水や排出ガスの処理は、浄化設備を設置する等の対策で一定の効

果があり、対策コストも把握しやすいのですが、土壌・地下水汚染対策では、

広域の土地に汚染物質が浸透してしまった場合は影響範囲の確定や対策が大が

かりとなることからコスト算出が容易ではありません。 

 江蘇省のある企業の土壌汚染修復プロジェクトでは、土壌調査、修復対応、

事後管理を合わせ、１ha あたり９６０万元（約１.５億円）の費用を投じたとい
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う報告もあります。 

 加えて、中国では汚染地の情報が公開されるため、地域住民から健康被害を

訴えられるケースも考えられ、汚染元となった企業は、補償費用も含め、経済

的には相当のコスト負担が求められることになると思われます。 

 なお、本法が施行された後、重度汚染地域と認定されている華東エリア（上

海市・江蘇省・浙江省）では、すぐに中央政府や地方政府が主導する一斉査察

が行われると予想されていました。しかし、２０１９年９月現在、工業開発区

等における大規模な土壌査察（ボーリング調査）は開始されていません。環境

関連企業などからは、当局の人材不足に加え、米中貿易摩擦を発端とする国内

の景気後退に配慮し、企業にとって負担となる環境指導を一時的に控えている

のではないかという見方も伝わっています。 

 

4. 中国における土壌調査・対策の流れ 

 「土壌汚染防治法」の対象となる事業者は、主に①地方政府が汚染懸念度の

高い企業として選定した「土壌汚染重点監督管理事業者（以下、重点管理事業

者）」、②有害物質取扱い事業者、③有害廃棄物の発生・処理事業者、④汚染事

故を引き起こした事業者に分類されます。 

 塗装やメッキ等、土壌汚染の懸念が高い作業工程を有する製造企業について

は、①の重点管理事業者として、工場敷地内の建物や設備を解体する際、また

は、工場移転や用地の一部売却等のタイミングで当局から土壌調査を指示され

る可能性が高いと考えられます。 

 実際の土壌調査・対策の主な流れについては、図表４をご参照下さい。「初期

調査」において汚染が発見され、「詳細調査」が必要だと判断されると、長期に

亘る対応義務が課せられることになります。 
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5. 自主調査の必要性について 

 このような当局の土壌調査を待つまでもなく、次のような企業は、本法の施

行を契機に自主調査を検討するタイミングかもしれません。 

①土壌汚染責任が問われるリスクがあり、早期の対策が必要となる企業。 

②周辺工場や前土地使用者による土壌汚染が疑われ、自社操業に起因する土壌

汚染は無い旨の証明を必要とする企業。 

③工場の移転や工場用地の一部売却、工場や設備の解体等を検討している企業。 

 中国では、日本のように一律の基準値をベースとした汚染評価（基準値ベー

ス管理）だけでなく、汚染拡散の可能性や、対象地の地質、周辺地域の土地利

用形態等も勘案した汚染評価（リスクベース管理）を実施する必要があるため、

自主調査については、当地の都市計画や国土・環境関連当局の事情に精通した

土壌調査会社や環境コンサルティング会社に依頼することでリクスを低減する

ことが望ましいでしょう。 

 

 

6. 中国に製造子会社を有するお取引先の皆様へ 

 「土壌汚染防治法」は、中国政府の環境政策の中核をなす非常に重要な法律

です。本法の施行により、工業用地等で土壌汚染を引き起こした事業者は、汚

染土壌の修復義務を負うことになります。中国の製造子会社の土壌に重大な汚

染が発見された場合、相当なコスト負担とともに、関係当局や地域住民等との

折衝が予想されることから、中国製造子会社の環境対策強化にあたっては、中

国の子会社任せにせず、親会社の積極的な関与と専門家による支援が必要とい

中国華東地区の工業用地におけるボーリング調査の様子 同地区での土壌成分の確認作業 
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えるでしょう。 

 中国の土壌汚染対策に関わるより詳しい情報や専門家の紹介が必要なお客さ

まは、ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング国際コンサル室、または西日本シテ

ィ銀行国際部にご相談ください。 

 一方で本法の施行は、独自の土壌改良技術や関連サービスを有する企業にと

っては、中国の環境ビジネス市場の新規開拓に繋がる可能性もあります。環境

技術を武器に中国市場への進出を考えている企業の皆様からのビジネス展開の

ご相談もお待ちしております。 


